
（提案基準第６号） 

準公益施設に係る開発又は建築に関する基準 

 

この基準は，地域社会の文化・教育・自治などの発展に資するため，法第２９条第１項

第３号に規定する公益施設に準じて公益性の認められる施設に係る開発又は建築を，次の

要件の全てに該当すれば，やむを得ないものとして容認するものである。 

１ 申請地は，申請者及び当該施設を利用しようとする者が居住する地域内に所在してい

ること。 

２ 申請に係る建築物は，次のいずれにも該当するものであること。 

(1) 地区集会所，集落青年館，公民館（社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）によ

るものを除く。）などの公益的な施設であること。（ただし，農林漁家生活改善施設

等制度的に当該施設の公益性が担保されているものを除く。） 

(2) 町内会・自治会などの地域住民の自治組織において運営され，適正な管理が行われ

るものであること。 

(3) レジャーなど公益目的以外の用途と併用されるものでないこと。 

３ 申請地及び申請に係る建築物の規模は，その目的に照らし過大なものでないこと。 

４ 開発又は建築の完了予定期日は，許可の日から起算して３年以内であること。 

 

（平成１２年１１月２３日から施行） 

 


